
【様式第1号】

自治体名：長野県高山村

会計：連結会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 38,084,221   固定負債 5,605,525

    有形固定資産 33,875,695     地方債等 4,541,117

      事業用資産 16,087,760     長期未払金 -

        土地 7,896,883     退職手当引当金 648,954

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 2,171,975     その他 415,455

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 703,083

        建物 13,975,046     １年内償還予定地方債等 627,625

        建物減価償却累計額 -8,341,893     未払金 11,518

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 691,993     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -369,918     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 41,600

        船舶 -     預り金 8,028

        船舶減価償却累計額 -     その他 14,312

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 6,308,608

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 38,506,394

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -4,985,734

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 63,674

      インフラ資産 17,232,922

        土地 10,093,991

        土地減損損失累計額 -

        建物 9,531,796

        建物減価償却累計額 -6,664,864

        建物減損損失累計額 -

        工作物 24,517,326

        工作物減価償却累計額 -20,330,561

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 85,234

      物品 1,723,482

      物品減価償却累計額 -1,168,469

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 2,452

      ソフトウェア 2,452

      その他 -

    投資その他の資産 4,206,075

      投資及び出資金 10,119

        有価証券 1,340

        出資金 8,779

        その他 -

      長期延滞債権 124,774

      長期貸付金 3,284

      基金 4,070,193

        減債基金 292,510

        その他 3,777,683

      その他 28

      徴収不能引当金 -2,323

  流動資産 1,745,048

    現金預金 1,251,320

    未収金 54,870

    短期貸付金 153

    基金 422,021

      財政調整基金 422,021

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 18,870

    徴収不能引当金 -2,185

  繰延資産 - 純資産合計 33,520,661

資産合計 39,829,269 負債及び純資産合計 39,829,269

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：長野県高山村

会計：連結会計 （単位：千円）

連結行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

  経常費用 6,646,109

    業務費用 3,265,738

      人件費 944,021

        職員給与費 629,762

        賞与等引当金繰入額 41,599

        退職手当引当金繰入額 44,515

        その他 228,145

      物件費等 2,214,388

        物件費 1,207,555

        維持補修費 133,740

        減価償却費 871,726

        その他 1,366

      その他の業務費用 107,328

        支払利息 37,906

        徴収不能引当金繰入額 757

        その他 68,664

    移転費用 3,380,371

      補助金等 1,651,634

      社会保障給付 1,722,251

      その他 6,486

  経常収益 483,089

    使用料及び手数料 283,169

    その他 199,920

純経常行政コスト 6,163,020

  臨時損失 2,911

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 2,911

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -

    その他 -

純行政コスト 6,165,930



【様式第3号】

自治体名：長野県高山村

会計：連結会計 （単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 33,436,031 38,869,851 -5,433,820 -

  純行政コスト（△） -6,165,930 -6,165,930 -

  財源 6,228,924 6,228,924 -

    税収等 4,214,155 4,214,155 -

    国県等補助金 2,014,769 2,014,769 -

  本年度差額 62,994 62,994 -

  固定資産等の変動（内部変動） -365,984 365,984

    有形固定資産等の増加 305,116 -305,116

    有形固定資産等の減少 -886,754 886,754

    貸付金・基金等の増加 369,756 -369,756

    貸付金・基金等の減少 -154,101 154,101

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 26,817 26,817

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -5,280 -24,293 19,013 -

  その他 449 3 446

  本年度純資産変動額 84,980 -363,457 448,436 -

本年度末純資産残高 33,520,661 38,506,394 -4,985,734 -

連結純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：長野県高山村

会計：連結会計 （単位：千円）

連結資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 5,789,651

    業務費用支出 2,362,688

      人件費支出 907,168

      物件費等支出 1,350,520

      支払利息支出 37,906

      その他の支出 67,093

    移転費用支出 3,426,963

      補助金等支出 1,653,943

      社会保障給付支出 1,722,251

      その他の支出 50,769

  業務収入 6,678,362

    税収等収入 4,217,888

    国県等補助金収入 1,963,072

    使用料及び手数料収入 299,427

    その他の収入 197,975

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 888,711

【投資活動収支】

  投資活動支出 653,515

    公共施設等整備費支出 302,765

    基金積立金支出 313,750

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 37,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 201,175

    国県等補助金収入 51,697

    基金取崩収入 97,954

    貸付金元金回収収入 37,144

    資産売却収入 8,867

    その他の収入 5,512

投資活動収支 -452,341

【財務活動収支】

  財務活動支出 617,331

    地方債等償還支出 606,266

    その他の支出 11,065

  財務活動収入 254,703

    地方債等発行収入 253,173

    その他の収入 1,530

前年度末歳計外現金残高 12,419

本年度歳計外現金増減額 -4,408

本年度末歳計外現金残高 8,011

本年度末現金預金残高 1,251,320

財務活動収支 -362,628

本年度資金収支額 73,742

前年度末資金残高 1,168,610

比例連結割合変更に伴う差額 956

本年度末資金残高 1,243,309



自治体名：長野県高山村

会計：連結会計　年度：令和３年度

【様式第5号】

附属明細書
1．貸借対照表の内容に関する明細

(1)資産項目の明細

①有形固定資産の明細 （単位：千円）

区分
前年度末残高

(A)
本年度増加額

(B)
本年度減少額

(C)

本年度末残高
(A)+(B)-(C)

(D)

本年度末
減価償却累計額

(E)

本年度減価償却額
(F)

差引本年度末残高
(D)-(E)

(G)

事業用資産 24,765,411 87,120 52,960 24,799,571 8,711,811 339,443 16,087,760

　土地 7,896,092 1,409 618 7,896,883 0 0 7,896,883

　立木竹 2,183,754 0 11,778 2,171,975 0 0 2,171,975

　建物 13,960,058 43,061 28,072 13,975,046 8,341,893 319,135 5,633,153

　工作物 691,758 12,726 12,492 691,993 369,918 20,308 322,074

　船舶 0 0 0 0 0 0 0

　浮標等 0 0 0 0 0 0 0

　航空機 0 0 0 0 0 0 0

　その他の有形固定資産 0 0 0 0 0 0 0

　建設仮勘定 33,750 29,924 0 63,674 0 0 63,674

インフラ資産 44,030,601 244,417 46,671 44,228,347 26,995,425 432,497 17,232,922

　土地 10,093,991 0 0 10,093,991 0 0 10,093,991

　建物 9,531,796 0 0 9,531,796 6,664,864 257,171 2,866,932

　工作物 24,371,515 148,911 3,100 24,517,326 20,330,561 175,326 4,186,765

　その他 0 0 0 0 0 0 0

　建設仮勘定 33,299 95,506 43,571 85,234 0 0 85,234

物品 1,660,530 67,987 5,035 1,723,482 1,168,469 99,376 555,013

合計 70,456,543 399,524 104,666 70,751,400 36,875,705 871,317 33,875,695



令和３年度連結会計財務書類に係る注記 

 

1. 重要な会計方針 

 
(1).有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明な

ものは原則として再調達原価としております。 

また開始後については、原則として取得原価とし再調達原価での評価は行わないこと

としております。 

 

(2).有価証券等の評価基準及び評価方法 

① 市場価格のある有価証券等 

会計年度末における市場価格をもって連結貸借対照表価額としております。  

② 市場価格がない有価証券等 

取得原価をもって連結貸借対照表価額としております。 

 ただし、市場価格のないものについて、実質価額が著しく低下した場合には、相当

の減額を行うこととしております。 

 なお、実質価額の低下割合が 30%以上である場合には、「著しく低下した場合」に該

当するものとしております。 

 

(3).有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産）  

 定額法を採用しております。 

② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 

(4).引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

 過去 5年間の平均不納欠損率により計上しております。 

② 賞与引当金 

 翌年度 6 月支給予定の期末・勤勉手当及びこれに係る法定福利費のうち、全支給対

象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しております。 

③ 退職手当引当金 

 本年度末に特別職を含む全職員（本年度末退職者を除く）が普通退職した場合の退

職手当要支給額を計上しております。 



(5).リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

   ア. 所有権移転ファイナンス・リース取引(リース期間が 1年以内のリース取引及び

リース料総額が 300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。) 

     通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っております。 

   イ. ア.以外のファイナンス・リース取引 

     通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っております。 

  ② オペレーティング・リース取引 

   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っております。 

 

(6).連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3 ヶ月以内の短期投資等）を資金の

範囲としております。 

  なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受

払いを含んでおります。 

 

(7).消費税等の会計処理 

 税込方式によっております。ただし、上水道事業会計は税抜方式によっております。 

 

2. 重要な会計方針の変更等 

該当ありません。 

 

3．追加情報 

 

(1).連結対象団体（連結会計）の一覧 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

長野広域連合 

(一般会計) 
一部事務組合・広域連合 比例連結 2.28％ 

長野広域連合 

(老人福祉施設等運営事業特別会計) 
一部事務組合・広域連合 比例連結 2.15％ 

長野広域連合 

(長野地域ふるさと事業特別会計) 
一部事務組合・広域連合 比例連結 2.15％ 

長野広域連合 

(ごみ処理施設事業特別会計) 
一部事務組合・広域連合 比例連結 0.69％ 

長野県市町村自治振興組合 

(電子自治体推進事業) 
一部事務組合・広域連合 比例連結 0.40％ 



長野県市町村自治振興組合 

(電子申請・届出サービス) 
一部事務組合・広域連合 比例連結 0.30％ 

長野県市町村自治振興組合 

(高速情報ネットワーク運営) 
一部事務組合・広域連合 比例連結 1.77％ 

長野県市町村自治振興組合 

(情報セキュリティクラウド運営) 
一部事務組合・広域連合 比例連結 0.66％ 

長野県市町村自治振興組合 

(自治体向けチャットツール) 
一部事務組合・広域連合 比例連結 3.58％ 

長野県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 0.29％ 

長野県市町村総合事務組合 

(一般会計) 
一部事務組合・広域連合 比例連結 0.8198％ 

長野県市町村総合事務組合 

(非常勤職員公務災害補償特別会計) 
一部事務組合・広域連合 比例連結 0.8982％ 

東北信市町村交通災害共済事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 5.10％ 

須高行政事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 11.40％ 

長野県地方税滞納整理機構 一部事務組合・広域連合 比例連結 0.406％ 

高山村土地開発公社 地方三公社 全部連結 － 

連結の方法は次のとおりです。  

① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象とし

ています。 

② 地方三公社は、すべて全部連結の対象としています。  

 

(2).出納整理期間について 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数とし

ております。 

 

(3).財務書類の表示金額単位 

  記載金額は千円単位未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合が

あります。 
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